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新型コロナウイルス感染症対策に関する要望 

 

 今日の情勢のもと、献身的な対応に当たっていることに敬意を表します。 

緊急事態宣言が解除されましたが、魚沼市においては、コロナ感染症対策のための自

粛要請を受けて著しく経済活動が制限されたために、今なお営業に多大な影響を受けて

いる事業者の方々、市内の飲食業・観光業など非情に厳しい状況が続いています。市民

の生活は、先が見えず、閉塞感となって支障をきたしています。 

 こうしたなか、議会・議員活動を通して市民から、国・県の新型コロナウイルス対策

がよく見えてこない、他市町村は独自案を出しているが、当市の情報が不足しているな

どの声が聞こえてきています。 

 かつて無い異常事態であり、国からの「新型コロナウイルス感染症対応地方創成臨時

交付金」が執行される前であっても、「財政調整基金」及び「ふるさと結基金」 を活用

して財源を確保するとともに、委員会・臨時会等を早急に開催し、一日も早く市民の皆

様へ市の方針を示す必要から、魚沼市議会として次の事を要望いたします。 

 

要望事項 

 

適時の情報提供と適切な支援・指導 

1. 国が示している、特別定額給付金の手続きについては特に低所得者や高齢者、ＤＶ

などの生活が困難な方への十分な配慮とていねいな説明を行い、スムーズに申請で

きるように配慮する。 

2. 早急な対策としての小口資金などの緊急借入ができるよう個人・中小企業向けの無

利子・無担保融資を指導する。 

3. 持続化給付金の中小法人・個人事業者への申請手続き指導と魚沼市としての上乗せ

対策を実施する。 

 

 



雇用調整助成金について 

4. 雇用調整助成金の申請手続きは南魚沼ハローワークで行っているが、遠くて行き帰

りの時間を要するし、受付けが殺到していて待ち時間も相当掛かることから、雇用

調整助成金の手続きの簡素化と、出張所である小出ハローワークでも受付けが出来

るように、国に働きかける。 

 

税・公共料金等の特例措置 

5. 市内に深刻な影響を与えている状況を考え、条例改正を行い実態に応じた税の減免

や納税の猶予など行う。 

6. 大幅な減収の世帯には、国保税の滞納にかかわらず、医療が受けられないことがな

いように資格証交付は行わない。 

 

教育関係支援について 

7. 都道府県間の移動制限のもと、南魚沼市、燕市などでは他県の大学専門学校生に対

して物資(米、マスク)など送っているが、同様に取り組む。 

8. 休校期間中の給食費について、就学支援を受けている準要保護児童に対しても要保

護児童と同様に、給食費相当額を支給する。 

9. 学校休校に伴う納入業者や飲食店などが影響を受けています。緊急の実態調査を行

って下さい。特に事業者への固定費(家賃、リース料など)の負担が重くなっていま

す。市独自の補助を行う。 

 

医療・福祉関係支援について 

10. 小出病院などの市内医療施設の人員確保については、最善の努力を行ってくださ

い。また、従事者の人権、休養や健康管理については、特段の配慮を行い医療体制

の強化に努める。 

11. 遠距離介護を行っている世帯は、移動制限などで困難な状況も考えられる。実態に

応じ適切に介護サービスが受けられるように配慮する。 

12. 全国的に衛生用品（マスク・アルコール消毒液等）が品薄で高騰しており、入手困

難になっている。行政として医療従事者、福祉事業従事者等に衛生用品の入手を支

援する。 

13. 医療、介護施設などの現場ではマスク及び防護服が不足だと言われている。その実態

把握と物資の配備について充足するよう努めるとともに、国、県にも働きかけをする。 



14. 市内マスク不足について、事業者などへマスク製造や調達についてその解消に努め

る。 

 

市民への協力要請について 

15. 市中感染防止や運転手などの健康を守るためにも、タクシーなどの公共交通機関の

コロナ感染症の疑いがある熱などの症状の方の利用を自粛するように周知する。 

16. 国から配布予定のマスクについて、未使用で不要になったマスクの受付場所を設置

し、教育・医療・福祉分野へ配布する。 

 

市の単独及び上乗せ事業について 

17. 持続化給付金の中小法人・個人事業者への申請手続き指導と魚沼市としての上乗せ

対策を講ずる。 

18. 新潟県が出している要請協力金 10 万円の対象外の宿泊事業者、飲食店等への独自

補助をする。（十日町市・津南町等では実施している。） 

19. 雇用調整助成金の魚沼市としての上乗せ対策を講ずる。 

20. 国が行う現金給付の措置は、一回だけであり今後長期の支援が欠かせない。対象を

広げた中で市独自の給付措置を講ずる。 

21. 事業者への家賃補助を実施する。（今後、国が助成する場合は上乗せ） 

 

以上 


